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1990年 8 月 31 日から 9 月 4 日にかけて， トリヤッチ市で，パズ (BA3)，ジル (311刀)，キェ
フ工場の労働集団評議会 (CTK) のイニシアティブのもとで，第 1 回全ソ CTK 代表者会議
が開催された。この会議には， (46都市の 120 万人強の労働者を代表する) 65企業の CTK 員

























(2) CM., <<BonpoCbl 3 1COliO.MUlCU)), 1990, N2 12, CTp. 147-150. 
(3) 拙稿，前掲稿。
(4) これに関する 3. Py)J.bIK の主張については， Ilpoß3Bo)J.cTBeHHa兄)J.eMOKpaTßH: 3Ha可eHße 祖国ん
























けではなし、。 CTK の創設を旧ソ連邦における生産自主管理発達の最初の歩みの 1 っとして位
置づけそして同時に何故その可能性が CTK のなかで現実性へと転化しなかったのかを執揚に
追求する， Brep可附B，もその一人であり，彼はその考え方をヨリ体系的に展開してい2;




1988年から 1990年にかけて工業部門の約150企業の250以上の CTK の活動を対象としておこな
われた調査研究の結果で、あり，彼はその具体的内容をつぎのように公表している。圧倒的大多
数の場合(すなわち，調査した CTK の 80% 以上において)，第 1 モデルが機能していた一一ー
(5) ここで参照したものは， B. replJHKOB, CaMoyrrpaBJIeHHe B rpOMbllIJIeHHOCTH CCCP: rp06JIeMbI 
H rrepeCrreKTHBbI, <<BOnpOCbl 8KOHOMUKω， 1990，地 12 と B. replJHKOB，江eMOKpaTH3aUHH yrpa. 




かった。第 2 モデルはほとんど機能しておらず (5%未満)，第 3 モデルは若干みられたにす
ぎなかった(15%程度〉。調査した企業の従業員の大多数はこのような状態に満足していなか
った。なぜならば，彼らは第 3 モデノレを最も好んでいたからである。そしてまた第 1 モデルと
第 2 モデルに関しては， CTK のメンバーと管理部の立場は分かれていた。 CTK のメンバー





.メカニズムには 5 つのものを区別することができる。第 1 のそして基本的なものは賃金であ
る。第 2 のメカニズムは貨幣ではなく様々な物的および社会的財貨を利用することである。第

























































































義の 1 つの重要な遺産は， (たしかにそチベーションは余り高くないが〉高い教育をうけた労
( 6) T. Weisskopf,“Democratic Self.Management: 企n Alternative Approach to Economic 
Transformation in the Former Soviet Unionぺ in Double Shift. Tranザorming W ork in 



































(7) ESOP については多数の文献がある。ここでは，とりあえず， Gy?gy Sz駘l (Ed.) , Concise 
Encycloρaedia 01 Partici.μtion and Co・Management， W de G, 1992，そして丸尾直美稿「成果









(株式)所有企業 (npe.llnp悶THe C C06CTBeHHOCTblO pa60THHKOB) がそれで、ある。
この従業員(株式〉所有企業は 3 つの基本的特徴を備えている。その特徴とは， B. TpaCOB 

















いったが，特に， 1991年12月 29 日に 11992年ロシア連邦国有・公営企業民営化プログラムの基
本規定J (通常「民営プログラム基本規定J) が公布され，その後 1992年 6 月 11 日には， 11992 
年ロシア連邦国有・公営企業民営化国家プログラム J (通称「民営化プログラム J) が最高会議
で可決承認され，固有企業の民営化が制度的に保障(促進)されることになった。我々は，そ
の「民営化プログラムj を検討することによってロシアにおける民営化の方法とその際に労働
( 8 ) <<31COHO.MU1Ca U 却U3Hb>>， 地 29 ， 1993, pp.18-19. 
( 9 ) TaM )l{e. 
(10) 木原正雄他編『経済システムの転換』世界思想、社. 1993年. 130ページ。
(11) <<31COHO.MU1Ca U JlCU3Hb>>. 地 29. 1992. またつぎの文献も参照のこと。ピクター・スピヤン稿望月




































な発言権を持ちえるのは 2 ないし 3 のタイプであるが，従業員はその株式を有償で取得しなけ
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によって，従業員所有企業協会が設立されただけで、なく， 1992年 7 月には，モスクワで，露米
「従業員所有による民主化」会議が開催され，両国の従業員所有企業の経験が研究され，また




年20号， 26号， 34号，そして1991年 3 号， 9 号， 25号， 31号〉だけでなく， IF経済と生活』の附属とし
て，またロシアの産業人・企業家連盟の強力な支持を得て，従業員所有発達センターが設立されていた。








(13) CM. , <<flpo6.!le.Mbt meopuu u npaKmU1cu yupaO.!lefluu>> , 1992, J冶 5 ， cTp.44. 
(14) CM. , <f)KoflO.MUKa U }!(U3flb>>, 1993, N2 29. 












の企業が生産の発達(や設備そして投資〉に振り向け， I利潤の食いつぶしJ (~IIpOe).r.aHHe~ 
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(21) Ta.M :JICe, CTp. 59. 





















いのである。 1993年になって民営化の第 4 タイプ(ヴアリアント)を保守派が労働者の権利を
守るという観点から提起したのはそのような「現実」の反映であったと考えられるのだ。




しかもその第 4 ヴアリアントが1993年12月 24 日に新たに採択された「新プログラム」におい
ては提示されていなかったのである。このことをみるかぎり，従業員が主体となることをめざ
した改革は， 1"タテマェ」としても， 1"後退」しているようにも思われる。
ヘ(23) Ta.M :JICe, CTp. 61. 
(24) Ta.M :JICe, CTp. 57-58. 
(25) TωC :JICe, CTp. 58. 
(26) 藤田勇稿円日ソ連におけるペレストロイカと所有制政策J (W神奈川法学』第28巻第 1 号)， 94ベー
ジ。
(27) W再生に転じるロシア』機関紙共同出版， 1993年， 114ベージ。
(28) <<3KOHO.MUκau 万'(U3Hb>> ， 1993， 地1.




































べきなのである。 (3. Py瓦bIK， OPOH3BOえCTBeHHa克江eMOKpaTH兄， CTp. 124.) 

































(33) 石場秀雄稿「労働者協同組合企業の挑戦J (~窓~ 1992年12月号)， 122ページ。

















1994年 8 月 31 日
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